
具体的取組の推進状況

(2) ①

実施
状況

評価

1 Ⅰ 117,847 B B Ⅰ B

2 Ⅰ － B B Ⅰ B

3 Ⅰ － A A Ⅰ A

4 Ⅰ 825 A A Ⅰ A

5 Ⅰ 5,140 B B Ⅰ B

6 Ⅰ 500 B B Ⅰ B

7 Ⅰ 2,750 A A Ⅰ A

8 Ⅰ － B B Ⅰ B

9 Ⅰ － A A Ⅰ A

Ⅰ 9 項目 A ：現状のままで可（5点） 4 項目 A 4 項目

Ⅱ 0 項目 B ：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点） 5 項目 B 5 項目

Ⅲ 0 項目 C ：目標達成のために改善が必要（3点） 0 項目 C 0 項目

Ⅳ 0 項目 Ｄ ：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点） 0 項目 Ｄ 0 項目

Ⅴ 0 項目 Ｅ ：実施不要（0点） 0 項目 Ｅ 0 項目

評価基準 　A：目標どおり達成している（5点）

及び配点 　B：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点）

　C：目標達成のために改善が必要（3点）

　D：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点）

　E：目標自体の見直しが必要（0点）

施策の区分 自立した生活や社会参加の促進 施策の方向 子どもの健やかな育成のための支援 (具体的取組数  9  )

施策の方向 福祉、保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関が連携を図り、ライフステージを通じて、切れ目のない一貫した支援を提供する体制の構築を図る。

前年度の評価

評 価 根 拠 評 価 根 拠

子ども発達支援センターを運営
し、子どもの発達支援等に取り
組みます。

委託により子ども発達支援センター２か所
を運営している。

Ｒ５実績：利用者259人
センターの利用人数が増加しており、増築工事の実施や職員の増員
等の対応を行ってきている。一方で、療育を必要とする児童が年々増
加する傾向にあることから、受入方法等の検討を行う必要がある。

自己評価のとおり

保育、保健、医療、教育、就労支
援等の関係機関が地域課題等
に係る協議や支援者の資質向
上のための研修等を行う場を設
けます。

総合支援協議会に６つの専門部会を設置
し、研修会の開催や情報共有を行う仕組
みが整えられている。

Ｒ５実績：全ての専門部会を開催（計12回）
部会を開催することにより、関係機関との連携体制の仕組みが整い
つつある。今後も、継続して専門部会を開催し、検討体制の充実・強
化を図っていく。

自己評価のとおり

町の発達支援関係部署における
情報共有・課題検討等の連携を
強化し、横断的支援体制の構築
に向けた取組を始めます。

重層的支援体制を整備し、分野横断的な
支援体制を構築している。

重層的支援体制を整備し、包括化推進員を各部署に配
置することで、複雑化・複合化したケースに対し、情報共
有や役割分担、連携方法を確認し、分野横断的な支援体
制を構築している。

令和４年度から重層的支援体制の整備を行い、介護・障がい・子ども・
生活困窮の各部署に包括化推進員を配置することで、複雑化・複合
化したケースに対し、情報共有や役割分担など連携強化を行い、分野
横断的な支援体制を構築している。

自己評価のとおり

保育所等訪問支援や医療的ケ
ア児支援事業等の実施により、
保育園や小学校などへの参加を
支援します。

児童が集団生活を送ることができるよう、
関係事業所が保育園や学校等を訪問し、
医療的ケア等の必要な支援を行う体制を
構築している。

Ｒ５保育所等訪問支援実績：０人
Ｒ５医療的ケア児支援事業実績：０人

保育所等訪問支援については、子ども発達支援センターが中心とな
り、希望する時に当該支援を受けられる体制が整えられている。医療
的ケア児支援事業については、事業所に医療的ケアを行う看護師を
派遣することにより、対象児童が当該事業所を円滑に利用できる体制
が整えられている。

自己評価のとおり

医療的ケアが必要な子どもや強
度行動障がいがある子どもなど
が必要な支援を受けられる体制
づくりを行います。

医療的ケアが必要な児童等の受け入れ
のため、指定人員配置基準を超えて看護
師を多く配置した町内障がい福祉事業所
に対する支援体制を構築している。

Ｒ５実績：5140千円（１法人）：看護師３人配置（２名分を補
助）

医療的ケアが必要な児童等の受入体制の整備を推進しており、令和
２年度には総合支援協議会に医療的ケア部会を設置して、協議の場
を構築している。今後は部会での協議を通して障がい福祉サービスの
提供体制の課題について検討していく。

自己評価のとおり

質の高いサービスを提供できる
よう、通所支援事業所や相談支
援事業所が自主的に行う研修会
等への助成を行います。

障がい福祉サービス事業所等が開催す
る自主研修の費用に対し、助成を行って
いる。

Ｒ５実績：100千円（１法人）
各事業所が自主的に職員のスキルアップ等に取り組むことを支援す
る体制が整備されているが、利用実績が少なく、利用促進のためより
効果的な周知方法を検討していく必要がある。

自己評価のとおり

支援が必要な子どもが経済的な
理由でサービスを受けられない
ことがないよう、利用者負担額の
助成等を行います。

児童の利用者負担額を１割から0.5割に
軽減するほか、障がい福祉サービスと地
域生活支援事業を併用する利用者対し、
両サービスの合算額を月額上限負担額
まで軽減している。

Ｒ５実績：256人2,972千円
障がい福祉サービス等利用者負担額助成や高額地域生活支援事業
費助成により、児童に係る利用者負担の軽減が図られている。

自己評価のとおり

保護者が我が子の将来の見通
しをつけられるよう、ライフステー
ジごとの手続や支援内容等を記
載したフローチャートを作成しま
す。

福祉サポートブックに掲載するとともに、
窓口での相談業務等において広く周知し
ている。

Ｒ５実績：福祉サポートブックに掲載しているほか、窓口で
の相談で活用している。

フローチャートが掲載された福祉サポートブックを交付することにより、
一定程度の周知が図られた。今後はより良い内容にするための見直
しやより効果的な周知方法を検討していく必要がある。

自己評価のとおり

保護者同士が相談や情報交換
できる場やペアレントメンターに
よる相談の場の提供、保護者の
レスパイトを図る支援等を実施
するなどの保護者支援を実施し
ます。

発達支援トークを年数回開催し、保護者
同士が相談や情報交換をできる場を提供
している。

Ｒ５実績：毎月１回実施

発達支援トークの開催により、参加した保護者が育児等の悩みを相
談したり、自身の経験を伝えることができるなど、保護者同士の相談
や情報共有の場として貴重な機会となっている。令和５年度から子育
てサロンに移管することにより、気軽に参加できる場として整えてい
る。

自己評価のとおり

：実施済（5点）

：一部実施（4点）

：今年度以降実施見込（3点）

：検討中（2点）

：未実施（0点）

評価結果 5.0 点 4.4 点 4.4 点

自 己 評 価 委 員 会 評 価 前年度の評価

具 体 的 取 組 の 内 容
実施
状況

実 施 内 容
Ｒ６

予算額
（千円）

実 施 実 績
自己
評価

委員会
評　価

【評価基準及び配点】

　　 実施状況がⅠ又はⅡの場合、評価を行う。
9 項目

施策の方向
の　評　価 B

全ての取組を実施しており、その評価もA又はBとなってい
るが、Ｂ評価が半数を超えている。これらの改善を図るた
め、研修支援事業の周知方法の見直しや専門部会の充
実・強化に取り組んでいる。

B 自己評価のとおり B

（２）－①



具体的取組の推進状況

(2) ②

実施
状況

評価

1 Ⅰ 21,060 A A Ⅰ A

2 Ⅰ － A A Ⅰ A

3 Ⅰ 588 B B Ⅰ B

4 Ⅰ － B B Ⅰ B

5 Ⅱ － B B Ⅱ Ｃ

6 Ⅰ － B B Ⅰ B

7 Ⅰ － B B Ⅰ B

Ⅰ 6 項目 A ：現状のままで可（5点） 2 項目 A 2 項目

Ⅱ 1 項目 B ：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点） 5 項目 B 5 項目

Ⅲ 0 項目 C ：目標達成のために改善が必要（3点） 0 項目 C 0 項目

Ⅳ 0 項目 Ｄ ：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点） 0 項目 Ｄ 0 項目

Ⅴ 0 項目 Ｅ ：実施不要（0点） 0 項目 Ｅ 0 項目

評価基準 　A：目標どおり達成している（5点）

及び配点 　B：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点）

　C：目標達成のために改善が必要（3点）

　D：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点）

　E：目標自体の見直しが必要（0点）

施策の区分 自立した生活や社会参加の促進 施策の方向 就労支援体制の確立 (具体的取組数  7  )

施策の方向
障がいのある人が、就労を目指す際に、訓練や実習などのステップを経ることができる体制を整えるとともに、多様な就労機会の確保を図る。また、就労や生活面での相談支援体
制の充実を図る。

前年度の評価

評 価 根 拠 評 価 根 拠

障がい者基幹相談支援センター
を運営し、就労を含めた包括的
な相談支援を関係機関と協力し
ながら行うとともに、就労に係る
相談支援体制の強化に向けた
検討を行います。

委託により相談員を２人配置し、基幹相
談支援センターを運営することで、包括的
な相談支援体制を実施している。

Ｒ５実績：相談件数３件（就労関係分）

初期相談、サービス利用後のモニタリング、定期的な家庭訪問に加え
て、金銭管理援助などのインフォーマルな支援も行うなど、ニーズに
合わせて幅広く対応している。福祉課所管業務以外の場合は、完全
なワンストップ対応が難しいが、必要に応じて担当機関へ適切に引き
継いでいる。また、令和２年度から公認心理師１人を配置し、相談支
援体制の充実を図っている。

自己評価のとおり

就労支援事業所が行う一般就
労に向けた訓練内容等につい
て、パンフレットなどを作成し配
布します。

就労系事業所の見学や聞き取りを行い、
事業所一覧パンフレットを作成している。

Ｒ５実績：作成している事業所一覧パンフレットを更新し情
報提供を行っている。

作業内容や工賃などの情報を掲載するとともに、希望者が一般就労
までの流れをイメージしやすいよう写真やフロー図を使用するなどの
工夫をして作成している。

自己評価のとおり

【重点】一般就労に向けた体験・
訓練等を行う職場体験事業を実
施するとともに、当該事業等を活
用した就労支援体制の強化に向
けた検討を行います。

就労を希望する者に、希望職種に近い職
場での就労体験の機会を提供している。

Ｒ５実績：４人

令和５年度は、４名が職場体験事業を利用した。そのうち１名につい
て、令和６年１２月から実習先でトライアル雇用が開始されている。今
後は利用者の増のためのより効果的な周知や受入事業所の拡大を
図る必要がある。

自己評価のとおり

【重点】就労支援等に係る関係
機関等が地域課題等に係る協
議や支援者の資質向上のため
の研修等を行う場を設けます。

総合支援協議会に専門部会を設置して
協議等を始めている。

Ｒ５実績：就労支援部会を3回開催している。
部会を開催することにより、関係機関との連携体制の仕組みがで整い
つつある。今後も、定期的に専門部会を開催し、検討体制の充実・強
化を図っていく。

自己評価のとおり

就労定着支援の利用等により、
一般就労につながった人が環境
の変化等に対応して、長く就労
できるよう支援を行います。

就労支援部会での協議等を重ねて一般
就労への支援に向けた検討を進めてい
く。

Ｒ５実績：就労支援部会を3回開催している。
就労支援部会では、グループワークを行い、一般就労への支援に向
けた取組等について検討し議論を重ねている。

自己評価のとおり

就労支援事業所を支援するた
め、優先的に物品の調達や業務
の発注等を行ったり、授産製品
の販売機会の拡大等を行いま
す。

毎年度、優先調達方針を策定し、役場内
での優先調達を呼びかけるとともに、庁
舎内等で授産品の販売機会を設けるなど
の支援を行っている。

Ｒ５調達実績：35,305千円
優先調達方針を策定し、役場内での優先調達を呼びかけているが、
調達実績は微増しているが、今後、更に呼びかけを強化していく。

自己評価のとおり

就労支援事業所等の工賃の向
上等を目的とした、農業との連
携や高速道路管理会社との連
携等を実施します。

町内の事業所が農場等で各種作業に従
事する「農福連携」や「高福連携」事業を
実施している。

Ｒ５実績：にんにくの種子選別作業を実施した。また、町
内のパーキングエリアやインターチェンジで花壇の定植
や、除草、散水等の管理事業に従事した。

「農福連携」・「高福連携」事業の実施により、町内の就労継続支援事
業所や生活介護事業所の利用者の賃金向上や就労訓練が図られて
いる。今後は、更に取組を強化し、作業機会の増に努める必要があ
る。

自己評価のとおり

：実施済（5点）

：一部実施（4点）

：今年度以降実施見込（3点）

：検討中（2点）

：未実施（0点）

評価結果 4.9 点 4.3 点 4.3 点

自 己 評 価 委 員 会 評 価 前年度の評価

具 体 的 取 組 の 内 容
実施
状況

実 施 内 容
Ｒ６

予算額
（千円）

実 施 実 績
自己
評価

委員会
評　価

【評価基準及び配点】

　　 実施状況がⅠ又はⅡの場合、評価を行う。
7 項目

施策の方向
の　評　価 B

全ての取組を実施しており、その評価もA又はBとなってい
るが、Ｂ評価が半数を超えている。今後はこれらの改善を
図るため、就労支援部会での協議や研修会の強化に努め
ていく必要がある。

B 自己評価のとおり B

（２）－②



具体的取組の推進状況

(2) ③

実施
状況

評価

1 Ⅰ － A A Ⅰ A

2 Ⅰ 181,084 A A Ⅰ A

3 Ⅰ － A A Ⅰ A

4 Ⅱ － B B Ⅱ Ｃ

Ⅰ 3 項目 A ：現状のままで可（5点） 3 項目 A 3 項目

Ⅱ 1 項目 B ：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点） 1 項目 B 1 項目

Ⅲ 0 項目 C ：目標達成のために改善が必要（3点） 0 項目 C 0 項目

Ⅳ 0 項目 Ｄ ：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点） 0 項目 Ｄ 0 項目

Ⅴ 0 項目 Ｅ ：実施不要（0点） 0 項目 Ｅ 0 項目

評価基準 　A：目標どおり達成している（5点）

及び配点 　B：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点）

　C：目標達成のために改善が必要（3点）

　D：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点）

　E：目標自体の見直しが必要（0点）

施策の区分 自立した生活や社会参加の促進 施策の方向 所得保障 (具体的取組数  4  )

施策の方向 経済的自立と社会参加を推進するため、年金や各種手当等の周知を図るとともに、経済的負担を軽減するための支援を行う。

前年度の評価

評 価 根 拠 評 価 根 拠

年金や各種手当制度、医療費助
成制度、各種料金等の割引制
度、費用軽減措置等を個別（手
帳取得時等）及び全体（広報等）
に周知するとともに、全体を網羅
したわかりやすいパンフレット等
を作成し、配布します。

福祉サポートブックを作成し、手帳交付時
などに配布し、併せて対象者ごとのサー
ビス一覧を添付しているほか、手当制度
について広報紙で毎年１回周知してい
る。

Ｒ５実績：手帳新規交付者全員にサービス一覧を配布す
るとともに、広報紙に掲載した。

全面的な見直しを行った福祉サポートブックを配布するとともに、サー
ビス一覧の配布や広報紙への掲載により周知した。

自己評価のとおり

自立支援医療費や重度障がい
者への医療費に係る助成を行い
ます。

更生医療や育成医療、重度心身障がい
者医療に対し、各種助成を行ってる。

Ｒ５実績：延べ1,055人、145,157千円を助成
更生医療、育成医療、重度心身障がい者医療に係る費用に対し、そ
れぞれ助成を行うことにより、対象者の所得補償につながっている。

自己評価のとおり

社会情勢や制度改正などに応じ
て、必要とされる支援や費用軽
減措置を行います。

必要とされる支援や費用軽減措置等につ
いて、関係機関と連携しながら適時実施
している。

運転免許取得費助成の対象範囲拡大、中軽度難聴児に
対する補聴器購入費の助成等を実施している。令和5年
度は、移動支援事業、日中一時支援事業、訪問入浴サー
ビス事業の単価の見直しを行った。

町民の意見等を踏まえながら、必要な支援や費用軽減措置等を実施
するための取組が着実に進められている。

自己評価のとおり

【重点】ＩＣＴを活用したオンライン
申請を可能にするなど、申請手
続の簡略化に向けた取組を検討
します。

一部手続においてICTを活用したオンライ
ン申請を可能にするなどの取組を実施し
ている。

児童が利用する障害福祉サービス等利用者負担額助成
事業や児童の障害福祉サービス支給申請において、オン
ライン申請を可能にするなどの取組を実施している。

令和6年度から全児童に対する障害福祉サービス支給申請のオンラ
イン化を開始している。今後、取組結果を検証した上で、他の手続で
もオンライン申請が可能となるものがないか検証し、申請手続きの簡
略化に向けた取組を拡大していく必要がある。

自己評価のとおり

：実施済（5点）

：一部実施（4点）

：今年度以降実施見込（3点）

：検討中（2点）

：未実施（0点）

評価結果 4.8 点 4.8 点 4.8 点

自 己 評 価 委 員 会 評 価 前年度の評価

具 体 的 取 組 の 内 容
実施
状況

実 施 内 容
Ｒ６

予算額
（千円）

実 施 実 績
自己
評価

委員会
評　価

【評価基準及び配点】

　　 実施状況がⅠ又はⅡの場合、評価を行う。
4 項目

施策の方向
の　評　価 A

全ての取組を実施しており、そのほとんどがA評価となって
いる。今後はB評価となっている重点項目について、取組を
拡大していく必要がある。

A 自己評価のとおり A

（２）－③



具体的取組の推進状況

(2) ④

実施
状況

評価

1 Ⅰ － B B Ⅰ B

2 Ⅱ － B B Ⅱ B

3 Ⅰ － B B Ⅰ B

4 Ⅰ 264 B B

5 Ⅰ 810 A A Ⅰ A

6 Ⅰ － B B

Ⅰ 5 項目 A ：現状のままで可（5点） 1 項目 A 1 項目

Ⅱ 1 項目 B ：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点） 5 項目 B 5 項目

Ⅲ 0 項目 C ：目標達成のために改善が必要（3点） 0 項目 C 0 項目

Ⅳ 0 項目 Ｄ ：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点） 0 項目 Ｄ 0 項目

Ⅴ 0 項目 Ｅ ：実施不要（0点） 0 項目 Ｅ 0 項目

評価基準 　A：目標どおり達成している（5点）

及び配点 　B：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点）

　C：目標達成のために改善が必要（3点）

　D：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点）

　E：目標自体の見直しが必要（0点）

施策の区分 自立した生活や社会参加の促進 施策の方向 社会参加の促進 (具体的取組数  6  )

施策の方向 障がいのある人が地域社会の一員として各種活動等に参加しやすい環境づくりを推進するとともに、主体的に参加するために必要な情報の提供を行う。

前年度の評価

評 価 根 拠 評 価 根 拠

障がいのある人でも参加しやす
いスポーツやレクリエーション、
芸術文化活動を広報します。

スポーツ・文化団体の情報を収集し、障
がいがある人でも参加しやすい内容を表
にまとめ、ホームページで周知すること
で、会員増の取組を図っている。

２団体、２施設の情報をホームページに掲載し、広く紹介
している。

今後は、紹介団体数を増やすとともに、情報を適時に更新していく必
要がある。

自己評価のとおり

当事者団体や民間の活動団体
等と協力しながら、障がいのある
人でも参加しやすいスポーツや
レクリエーション、芸術文化活動
の普及を目指します。

当事者団体でボッチャやパークゴルフに
よるスポーツ交流が行われている。

Ｒ５実績：当事者団体によるパークゴルフ大会１回、十勝
地区スポーツ大会１回

当事者団体でボッチャなどのスポーツ交流が行われている。今後はこ
のような取組を継続するとともに、芸術文化活動の普及に努める必要
がある。

自己評価のとおり

当事者団体の活動を広く紹介
し、参加を呼びかけます。

各団体の目的や活動状況、会員の募集
をホームページや福祉サポートブックで周
知することで、広く町民に認知してもらうと
ともに、会員増を図っている。

写真も活用しながら４団体の活動状況等をホームページ
や福祉サポートブックに掲載し、広く紹介している。

今後は、掲載情報を適時に更新していく必要がある。 自己評価のとおり

視覚障がい者専用電子図書館
サービス「アクセシブルライブラ
リー」の普及促進に努めます。

視覚障がい者への身体障害者手帳交付
時に利用案内を行っている。また、福祉サ
ポートブック等により広報活動を行ってい
る。

利用登録者数：2人（令和7年1月末現在）
アクセシブルライブラリーのサービスを必要な人に情報が行き届くよう
に、今後、より効果的な普及促進に向けた広報活動を検討していく必
要がある。

自己評価のとおり

当事者団体の活動を継続するた
めに必要な支援等を行います。

各団体の運営に対し、費用の一部を助成
している。

Ｒ５実績：786千円（２団体）
当事者団体への運営費補助が、団体の活動が継続するための支えと
なっている。

自己評価のとおり

【重点】ひきこもりで悩む人やそ
の家族等に対する支援などの課
題に対して、精神保健福祉士や
相談支援専門員などが支援方
法を検討できる体制の充実を図
ります。

ひきこもり支援部会の会議を開催し、関係
者が連携して支援方法を検討する場が整
えられている。

Ｒ５実績：ひきこもり支援部会を1回開催

こもりびと相談窓口の設置やしゃべり場を開催し、ひきこもりの人に対
する支援体制は整備されている。今後はひきこもりで悩む人やその家
族等に対しての居場所づくりなどの課題に対して検討していく必要が
ある。

自己評価のとおり

：実施済（5点）

：一部実施（4点）

：今年度以降実施見込（3点）

：検討中（2点）

：未実施（0点）

評価結果 4.8 点 4.2 点 4.2 点

自 己 評 価 委 員 会 評 価 前年度の評価

具 体 的 取 組 の 内 容
実施
状況

実 施 内 容
Ｒ６

予算額
（千円）

実 施 実 績
自己
評価

委員会
評　価

【評価基準及び配点】

　　 実施状況がⅠ又はⅡの場合、評価を行う。
6 項目

施策の方向
の　評　価 B

全ての取組が実施済みとなっており、評価もA又はBとなっ
ている。今後は、ひきこもりで悩む人の居場所づくりなどに
努める必要がある。

B 自己評価のとおり B

（２）－④



具体的取組の推進状況

(2) ⑤

実施
状況

評価

1 Ⅰ 200 A A Ⅰ A

2 Ⅰ 400 B B Ⅰ B

3 Ⅰ － A A Ⅰ A

4 Ⅰ 4,000 A A Ⅰ A

5 Ⅰ － A A Ⅰ A

6 Ⅰ － A A Ⅰ A

Ⅰ 6 項目 A ：現状のままで可（5点） 5 項目 A 5 項目

Ⅱ 0 項目 B ：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点） 1 項目 B 1 項目

Ⅲ 0 項目 C ：目標達成のために改善が必要（3点） 0 項目 C 0 項目

Ⅳ 0 項目 Ｄ ：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点） 0 項目 Ｄ 0 項目

Ⅴ 0 項目 Ｅ ：実施不要（0点） 0 項目 Ｅ 0 項目

評価基準 　A：目標どおり達成している（5点）

及び配点 　B：目標を概ね達成しているが、改善の余地がある（4点）

　C：目標達成のために改善が必要（3点）

　D：目標達成のために抜本的見直しが必要（2点）

　E：目標自体の見直しが必要（0点）

施策の区分 自立した生活や社会参加の促進 施策の方向 外出支援の充実 (具体的取組数  6  )

施策の方向 障がいがある人が自立した生活を送ることができるように、外出支援サービスの充実や公共交通機関の利用促進を図る。

前年度の評価

評 価 根 拠 評 価 根 拠

自動車運転免許取得費への助
成を行います。

自動車運転免許取得費への助成を行っ
ている。

Ｒ５実績：1人100千円
令和６年度から普通自動二輪車の免許取得経費を助成対象とするな
ど、制度の充実が図られている。

自己評価のとおり

身体障がい者用自動車改造費
への助成を行います。

一般車両を身体障がい者用に改造する
経費に対して助成する制度を構築してい
る。

Ｒ５実績：なし
令和３年度からは上限額を１件20万円に増額するなど、制度の充実を
図っている。今後は、福祉サポートブックやホームページでの周知に
加え、より効果的な周知方法について検討していく必要がある。

自己評価のとおり

公共交通機関の運賃割引制度
の周知を徹底します。

福祉サポートブックやホームページ等で
制度の周知を行っている。

手帳交付時に、運賃割引制度等を含めた対象者ごとの該
当サービス一覧を配布するとともに、福祉サポートブック
やホームページで周知している。

手帳交付時に対象者へ個別に案内するとともに、福祉サポートブック
やホームページにも掲載するなど、周知の徹底が図られている。

自己評価のとおり

移動支援事業を必要量確保しま
す。

利用者のニーズを確認して、必要量を適
時把握し、事業所等に委託して実施して
いる。

Ｒ５実績：15人6,070千円

利用者がニーズに合った事業所に通うことができるように、町内外の
事業所に委託し、幅広い選択肢を確保している。また、利用上限を設
けず、ライフスタイルに応じた支給量を提供している。さらに、令和２年
度からは医療的ケアが必要な児童の通学も利用可能にするなど、適
宜制度の見直しも行っている。

自己評価のとおり

自力での除雪が困難で周りから
の助けも難しく、経済的な面で民
間事業者等に除雪をお願いする
ことができない人を対象に、福祉
除雪を実施します。

降雪がおおむね15㎝を超えた場合、玄関
先から道路に至るまでの1.5ｍ幅の通路を
確保する福祉除雪を実施している。

Ｒ５対象世帯：34世帯 福祉除雪により対象者の外出や社会生活の確保が図られている。 自己評価のとおり

福祉有償運送制度の適切な運
用を行います。

必要に応じて、福祉有償運送運営協議会
を開催している。

Ｒ５実績：0回
福祉有償運送運営協議会の開催を通して、適切な制度の運用が図ら
れており、今後も同様に行っていく。

自己評価のとおり

：実施済（5点）

：一部実施（4点）

：今年度以降実施見込（3点）

：検討中（2点）

：未実施（0点）

評価結果 5.0 点 4.8 点 4.8 点

自 己 評 価 委 員 会 評 価 前年度の評価

具 体 的 取 組 の 内 容
実施
状況

実 施 内 容
Ｒ６

予算額
（千円）

実 施 実 績
自己
評価

委員会
評　価

【評価基準及び配点】

　　 実施状況がⅠ又はⅡの場合、評価を行う。
6 項目

施策の方向
の　評　価 A 全ての取組が実施済みであり、そのうちの多くがA評価と

なっている。 A 自己評価のとおり A

（２）－⑤


